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(15）企業局（電気事業、工業用水道事業及び埋立事業）の状況 

ア 職員給与費の状況 
(ア) 決算（平成 25 年度） 

区 分 
総 費 用 

 

Ａ 

総損益又は 
    実質収支 

職員給与費 
 

Ｂ 

総費用に占める 
職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

（参考） 
平成24年度の総費用に 

占める職員給与費比率 

電気事業 1,491,786千円 244,673千円 402,686千円     26.99％ 21.11％ 
工業用水道事業 654,215千円 ▲157,529千円 11,761千円     1.80％ 4.59％ 
埋立事業 3,568,134千円 18,801千円 15,010千円     0.42％ 17.06％ 

(イ) 予算（平成 26 年度） 

区  分 
職 員 数 

Ａ 

給        与        費 １人当たり給与費 

Ｂ/Ａ 給   料 職員手当     期末・勤勉手当   計 Ｂ 

電気事業  40人      160,537千円       42,445千円       55,921千円      258,903千円        6,473千円 
工業用水道事業   2人       6,091千円       2,740千円      1,985千円       10,816千円        5,408千円 
埋立事業  2人     7,566千円       2,160千円       2,673千円       12,399千円        6,200千円 

     (注)１ 給与費は、当初予算に計上された額です。 
２ 職員手当には、退職手当、期末手当及び勤勉手当を含みません。 

イ 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成 26 年４月１日現在） 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

電気事業 
鳥取県    45.8歳  342,627円  621,956円  
団体平均 43.0歳 371,675円  598,536円  

工業用水道事業 
鳥取県    34.0歳  265,200円  477,379円  
団体平均 45.1歳  361,430円  550,419円  

埋立事業 
鳥取県    40.5歳  315,527円  589,151円  
団体平均 47.0歳  392,318円  587,707円  

県（一般行政職） 43.1歳   315,064円  382,449円  
       (注)１ 団体平均とは、都道府県の当該事業区分の平均値です（以下同じ。）。 

２ 団体平均の数値は、平成 25 年４月１日現在です。 
３ 団体平均の平均給料月額には、給料のほか扶養手当及び地域手当を含みます。 

      ４ 団体平均の平均給与月額には、給料のほか通勤手当などの毎月支払われる手当及び期末・勤勉手当を含みます。 

ウ 職員の手当の状況（平成 26 年４月１日現在） 
(ア) 期末手当・勤勉手当 

     （制度内容） (13)のアと同じです。 
（平成 25 年度支給実績） 

年間支給総額 支給職員数（平成25年12月） １人当たりの平均支給額 

58,128千円  43人 1,351,804円  

(イ) 退職手当 
      （制度内容） (13)のイと同じです。 

（平成 25 年度支給実績）  支給職員数が少ないため掲載していません。 

(ウ) 地域手当 

     （制度内容） (13)のウと同じです。 
  （平成 25 年度支給実績） なし 

(エ) 特殊勤務手当 

     （制度内容） (13)のエと同じです。 
     （平成 25 年度支給実績） 

年  間  支  給  総  額 488千円    

１ 人 当 た り の 平 均 支 給 年 額 28,691円   

職員全体に占める手当支給職員の割合 38.6％   

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ） ３種類（うち一般行政職の職員と共通のもの２種類） 

手当の 
名 称 

主な支給 
対象職員 

主な支給対象業務 支給単価等 年間支給額 
支給人員 
（延べ） 

特殊現場 

作業手当 

企業職員 地上又は水面上15メートル以上の足場の不

安定な箇所で行う工事の監督、検査、測 
量、調査又は指導等の業務 

日額300円 

（４時間未満60／100） 

488千円 148人 

トンネルの坑内で行う監督、検査、測量、
調査、指導等の業務 

日額300円 
（４時間未満60／100） 

発電所の建設現場で行う監督、検査、測 

量、調査、指導等の業務 

日額600円 

発電所又は工業用水道施設の維持管理に関

する業務 

日額300円 

風力発電所のタワー昇降等、浄水
場着水井の点検に係る業務 

日額600円 

圧力ずい道の点検に係る業務 
日額1,200円 

（４時間未満60／100） 



 

- 21 - 

 

職員が著しく足場が不安定で危険な箇所で
行う発電用導水路及び水圧管路設置工事の
監督、検査、測量、調査又は指導の業務 

日額300円 
（４時間未満60／100） 

災害応急 
等 作 業 
手  当 

企業職員 ダム、鉄管路における災害現場において急
斜面での作業を行う巡回監視業務 

日額1,200円 
（危険区域等の加算あり） 

― ― 

異常な自然現象若しくは大規模な事故等に
より重大な災害が発生し、又は発生するお
それがある現場において行う巡回監視業務 

日額600円 
（危険区域等の加算あり） 

異常な自然現象若しくは大規模な事故等に
より重大な災害が発生し、又は発生するお
それの著しい箇所で行う応急作業等業務 

日額1,200円 
（危険区域等の加算あり） 

用地交渉
手  当 

企業職員 用地の取得のための折衝業務 日額600円 ― ― 

    (オ) 時間外勤務手当 

    （制度内容） (13)のオと同じです。 
    （支給実績） 

年      度 年間支給総額 
支給対象職員数 

(各年４月１日現在） 
１人当たりの 
平均支給年額 

平 成 25 年 度 27,135千円 39人 695,777円 

平 成 24 年 度 19,593千円 32人 612,268円 

(カ) その他の手当等 

区  分 制度内容（平成26年４月１日現在） 
(13)のカ
の 制 度

との異同 

(13)のカ    
の制度と    異

なる内容 

平成25年度支給実績 

扶 養 手 当 ア 配偶者                               月額10,500円 

イ 配偶者以外の扶養親族                月額 6,500円 
ウ 配偶者のない職員の扶養親族のうち   
 １人目まで               月額11,000円 

エ 15歳に達する日後の最初の４月１日   
 から22歳に達する日以後の最初の３月 
 31日までの間にある子（加算額）    １人月額5,000円 

同じ - （総 額）  5,937千円 

（職員数）     25人  
（平 均）237,460円  

住 居 手 当 借家・借間居住者（家賃月額12,000円以下の場合を除く。） 
 家賃の額に応じ、最高月額27,000円まで支給 

同じ - （総 額）  2,252千円 
（職員数）   ９人 
（平 均）250,267円  単身赴任手当受給者で配偶者に居住させるため借家・借間を借

り受けている者 
 借家・借間居住者の例によった場合の額の２分の１相当額 

初 任 給 調 整 
手   当 

採用による欠員補充が困難である職（医師・歯科医師・獣医師
）の給与水準を調整し、人材確保を容易にするため支給 
（支給月額） 

経験年数の増加に応じて減少する定額（最高月額306,000
円） 

同じ - - 

通 勤 手 当 交通機関等利用者 
  運賃等の額を支給 
   ・定期券と回数券のうち安価な方の額による。 

   ・定期券は、６月以内の最も長い期間のものの額による。 
   ・１月当たり55,000円を上限とする。 

同じ - （総 額）  3,871千円 
（職員数）    37人  
（平 均）104,632円  

自動車等使用者 

  通勤距離に応じ、月額2,200円から46,400円までの範囲内で
支給 

特別急行列車等を利用する場合 
  上記の額に特別急行料金等の運賃等の２分の１の額を加算 

駐車料金を負担している場合（パーク・アンド・ライド） 

 交通機関等及び自動車等に係る通勤手当をともに受けてい
る職員が、交通機関の利用に伴って駐車場を利用し駐車料金を
負担することを常例としている場合に、当該駐車料金に相当す

る額（１月当たり３千円を上限とする。）の通勤手当を支給 

ノーマイカー運動に参加している場合 

 ノーマイカー運動参加者に対し、１月あたり３往復程度参加
することを想定した通勤手当を支給 

管 理 職 手 当 一定の管理・監督の地位にある職員（管理職員）に対して支給 

（支給月額） 
 給料表、職務の級、手当区分に応じた定額 

同じ - （総 額） 4,075千円 

（職員数）    ５人 
（平 均）815,040円 

単身赴任手当 異動等を原因として単身赴任となった職員に対し、二重生活を
送ることによる経済的負担を軽減すること等を目的に支給 
（算定方法） 

支給月額 ＝ 23,000円 ＋ 加算額 
（加算額） 

職員の住居と配偶者の住居の交通距離に応じて、6,000円

から45,000円までの範囲内（交通距離が100キロメートル未
満の場合は、加算なし） 

同じ - （総 額）   ―  千円 
（職員数）   ―  人 
（平 均）   ―  円  

 
※職員数が少ないため、

掲載していません。 
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特地勤務手当 
に準ずる手当 

生活の不便な地に所在する公署に異動し、異動に伴って住居を
移転する場合における精神的な負担や生活の不便を考慮し、そ
のような公署にも必要な職員を配置しやすくするために支給 
（算定方法） 

支給月額 ＝（支給対象公署に異動した時点の給料月額＋
扶養手当）× 支給割合 

（支給割合） 
異動等の日からの経過期間等によって２／100から                   ５／

100までの割合 

同じ - - 

休日勤務手当 休日（国民の祝日及び年末年始）において、正規の勤務時間中
に勤務した場合に支給 
（算定方法） 
 支給額 ＝ 時間数 × １時間当たりの給与額 × 135／100 

同じ - （総 額）   648千円 
（職員数）    ４人 
（平 均）  162,022円 

夜間勤務手当 正規の勤務時間が深夜（午後10時から翌日の午前５時まで）に
わたる職員に対し、その深夜の勤務に対する割増賃金として支
給 
（算定方法） 
  支給額 ＝ 時間数 × １時間当たりの給与額 × 25／100 

同じ - （総 額）   233千円 
（職員数）     12人 

（平 均）   19,395円 

宿 日 直 手 当 休日又は勤務時間外に、庁舎、設備、備品、書類等の保全、外
部との連絡、文書の収受、庁内の監視等を目的とする宿日直勤
務を行った場合に支給 
（支給額） 
 勤務１回当たり4,200円（宿日直勤務の時間が５時間未満
の場合は、2,100円） 

同じ - ― 

管 理 職 員 

特 別 勤 務 
手 当 

管理職員が臨時・緊急その他の公務運営の必要により、週休日

又は休日に勤務した場合に支給（管理職員には通常の時間外勤
務手当等は支給しません。） 
（支給額） 

勤務１回当たり8,000円から12,000円までの範囲内（最高
額は、局長の場合） 
勤務が６時間を超える場合には、150／100を乗じた額 

同じ ― ― 

(注) 「平成 25 年度支給実績」欄の「（総額）」は平成 25 年度年間支給総額を、「（職員数）」は平成 25 年度支給職員数（一部は、
平成 25 年４月１日現在支給対象職員数）を、「（平均）」は支給職員１人当たりの平均支給年額を表します。 

 

(16) 病院事業（中央病院及び厚生病院）の状況 
ア 職員給与費の状況 

(ア) 決算（平成 25 年度） 

区  分 

総 費 用 

 
Ａ 

総損益又は 

 実質収支 

職員給与費 

 
Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 
Ｂ／Ａ 

（参考） 

平成24年度の総費用に 
占める職員給与費比率 

平成25年度 17,930,798 千円 1,448,944 千円 9,743,180 千円 54.3％  55.1％ 

(イ) 予算（平成 26 年度） 

区  分 
職員数 
Ａ 

給        与        費 １人当たりの給与費  

Ｂ/Ａ 給   料 職員手当     期末・勤勉手当 計 Ｂ 

平成26年度  1,127人 3,887,040 千円  2,074,684 千円 1,399,352 千円 7,361,076 千円  6,532千円 
     (注)１ 給与費は、当初予算に計上された額です。 

２ 職員手当には、退職手当、期末手当及び勤勉手当を含みません。 

イ 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成 26 年４月１日現在） 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

病 院 局 36.5歳 292,788円  436,639円  

県（一般行政職） 43.1歳  315,064円        382,449円 

ウ 職員の手当の状況（平成 26 年４月１日現在） 
(ア) 期末手当・勤勉手当 

     （制度内容） (13)のアと同じです。 
     （平成 25 年度支給実績） 

年間支給総額 支給職員数（平成25年12月） １人当たりの平均支給年額 

1,248,590千円  1,054人 1,184,621円 

(イ) 退職手当 

     （制度内容） (13)のイと同じです。 
（平成 25 年度支給実績） 

年間支給総額 支給職員数 １人当たりの平均支給年額 

520,111千円 
(454,384千円) 

73人 
(19人) 

7,124,808円 
（23,914,926円) 

(注) ( )内は、勧奨、定年及び早期退職制度による退職者への支給実績を再掲したものです。 

(ウ) 地域手当 

     （制度内容） (13)のウと同じです。 
     （平成 25 年度支給実績） なし 

     (エ) 特殊勤務手当 

     （制度内容） (13)のエと同じです。 
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     （平成 25 年度支給実績） 

年  間  支  給  総  額 200,711千円 

１ 人 当 た り の 平 均 支 給 年 額 247,182円 

職員全体に占める手当支給職員の割合 75.6％ 

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ） ４種類（うち知事部局と共通のもの３種類） 

手当の名称 
主な支給 

対象職員 
主な支給対象業務 支給単価等 年間支給額 

支給人員 

（延べ） 

放射線取扱 

手 当 

診療放射線技師 

 

一般行政職の職員に同じ。 一般行政職の職員に同

じ。 

3,289千円 140人 

防疫等業務
手 当 

 
 
 

 

看護師及び准看
護師 

病院の結核病棟又は感染症病棟における業
務 

日額300円 
 

 
 

2,784千円 131人 

中央放射線室職
員 

結核病棟又は感染症病棟における業務 

運転士及び自動
車整備士 

感染症の患者等を自動車で移送する業務 

中央検査室職員 結核菌その他の病原体を直接取り扱う業務 月額5,500円 
ただし、従事日数が少 
ない場合は減額 

 １日～７日 30／100 
 ８日～14日 60／100 

 

医 療 業 務 
手 当 

医師及び歯科医
師 

患者に接して行う医療業務 院長   月額49,000円 
副院長及び局長 

     月額44,000円 
副局長及び部長   

月額37,000円 

医長、副医長及び室長 
(３級の職務にあるもの) 

月額29,000円 

48,143千円 143人 

   医長、副医長及び室長 
(２級の職務にあるもの)    

月額24,000円 

医師及び歯科医師 
月額20,000円 

ただし、従事日数が少 

ない場合は減額 
１日～７日 30／100 
８日～14日 60／100 

  

夜間看護等 
手 当 

病院の病棟に勤
務する助産師、
看護師及び准看

護師 

正規の勤務時間による勤務の一部又は全部
が深夜（午後10時から翌日の午前５時まで
の間）において行われる看護等の業務 

深夜勤務４時間以上 
      １回3,300円 
２時間以上４時間未満 

          １回2,900円 
２時間未満 
      １回2,000円 

（特別事情の加算あり） 

146,495千円 803人 

病院に勤務する

医師、助産師、
看護師及び准看
護師 

正規の勤務時間以外の時間において、特別

な事情の下で行う救急医療等の業務 

１回1,240円 

   

(オ) 時間外勤務手当 

     （制度内容） (13)のオと同じです。 
（支給実績） 

年      度 年間支給総額 
支給対象職員数 

(各年４月１日現在) 
１人当たりの 
平均支給年額 

平 成 25 年 度 724,337千円 1,038人 697,820円 

平 成 24 年 度 721,084千円 828人 870,875円 

(カ) その他の手当等 

区  分 制度内容（平成26年４月１日現在） 
(13)のカ
の制度   と

の異同 

(13)のカ    
の制度と    異

なる内容 

平成25年度支給実績 

扶 養 手 当     ア 配偶者                                月額10,500円 

イ 配偶者以外の扶養親族                  月額 6,500円 
ウ 配偶者のない職員の扶養親族のうち    
 １人目まで                               月額11,000円 

エ 15歳に達する日後の最初の４月１日    
 から22歳に達する日以後の最初の３月 
 31日までの間にある子（加算額）        １人月額5,000円 

 
 

 

同じ 

 

- 

（総 額）    72,492千円  

（職員数）      368人  
（平 均）   196,988円  
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住 居 手 当 借家・借間居住者（家賃月額12,000円以下の場合を除く。） 
 家賃の額に応じ、最高月額27,000円まで支給 

 
同じ 

 
- 

（総 額）    85,124千円  
（職員数）      311人  
（平 均）   273,712円  単身赴任手当受給者で配偶者に居住させるため借家・借間を借

り受けている者 
 借家・借間居住者の例によった場合の額の２分の１相当額 

通 勤 手 当     交通機関等利用者 
  運賃等の額を支給 
   ・定期券と回数券のうち安価な方の額による。 

   ・定期券は、６月以内の最も長い期間のものの額による。 
   ・１月当たり55,000円を上限とする。 

 
同じ 

 
- 

（総 額）    65,489千円  
（職員数）       829人  
（平 均）    78,997円  

自動車等使用者 

  通勤距離に応じ、月額2,200円から46,400円までの範囲内で支
給 

特別急行列車等を利用する場合 
  上記の額に特別急行料金等の運賃等の２分の１の額を加算 

駐車料金を負担している場合（パーク・アンド・ライド） 

交通機関等及び自動車等に係る通勤手当をともに受けている
職員が、交通機関の利用に伴って駐車場を利用し駐車料金を負
担することを常例としている場合に、当該駐車料金に相当する

額（１月当たり３千円を上限とする。）の通勤手当を支給 

ノーマイカー運動に参加している場合 

 ノーマイカー運動参加者に対し、１月あたり３往復程度参加
することを想定した通勤手当を支給 

  

管 理 職 手 当     一定の管理・監督の地位にある職員（管理職員）に対して支給 
（支給月額） 

給料表、職務の級、手当区分に応じた定額 

同じ - （総 額）   34,358千円  
（職員数）     36人   
（平 均）  954,392円   

初 任 給 調 整 
手  当 

採用による欠員補充が困難である職（医師・歯科医師）の給与
水準を調整し、人材確保を容易にするため支給 
（支給月額） 

経験年数の増加に応じて減少する定額（最高月額306,000
円） 

同じ - （総 額）  400,986千円  
（職員数）    125人   
（平 均）3,207,885円   

単身赴任手当 異動等を原因として単身赴任となった職員に対し、二重生活を
送ることによる経済的負担を軽減すること等を目的に支給 
（算定方法） 

支給月額 ＝ 23,000円 ＋ 加算額 
（加算額） 

職員の住居と配偶者の住居の交通距離に応じて、6,000円か

ら45,000円までの範囲内（交通距離が100キロメートル未満の
場合は加算なし） 

同じ - （総 額）      - 千円  
（職員数）    - 人 
（平 均）      - 円   

 
※職員数が少ないため、掲載

していません。 

 
 

休日勤務手当 休日（国民の祝日及び年末年始）において、正規の勤務時間中

に勤務した場合に支給 
（算定方法） 
  支給額 ＝ 時間数 × １時間当たりの給与額 × 135／100 

同じ - （総 額） 105,213千円  

（職員数）     306人   
（平 均） 343,833円   

夜間勤務手当 正規の勤務時間が深夜（午後10時から翌日の午前５時まで）に
わたる職員に対し、その深夜の勤務に対する割増賃金として支

給 
（算定方法） 
  支給額 ＝ 時間数 × １時間当たりの給与額 × 25／100 

同じ - （総 額）  62,934千円  
（職員数）    534人   

（平 均）  117,853円   

宿 日 直 手 当     休日又は勤務時間外に、庁舎、設備、備品、書類等の保全、外
部との連絡、文書の収受、庁内の監視等を目的とする宿日直勤
務を行った場合に支給 

（支給額） 
  勤務１回当たり4,200円（宿日直勤務の時間が５時間未満の
場合は、2,100円） 

同じ - （総 額）  51,201千円  
（職員数）   147人   
（平 均） 348,308円   

管 理 職 員 
特別勤務手当 

管理職員が臨時・緊急その他の公務運営の必要により、週休日
又は休日に勤務した場合に支給（管理職員には通常の時間外勤

務手当等は支給しません。） 
（支給額） 

勤務１回当たり6,000円から12,000円までの範囲内（最高額

は、院長の場合） 
勤務が６時間を超える場合には、150／100を乗じた額 

同じ - （総 額）   4,818千円 
（職員数）      ５人 

（平 均）  963,600円  

(注) 「平成 25 年度支給実績」欄の「（総額）」は平成 25 年度年間支給総額を、「（職員数）」は平成 25 年度支給職員数（一部は、

平成 25 年４月１日現在支給対象職員数）を、「（平均）」は支給職員１人当たりの平均支給年額を表します。 
 

 

３ 職員の勤務時間、休暇、旅費その他の勤務条件の状況 

(１) 職員の勤務時間（平成 26 年４月１日現在） 

  一般行政職員の勤務時間は、次のとおりです。 
 なお、子の養育、家族の介護等の特別の事由がある場合には時差出勤が認められているほか、職務の特殊性から次の勤務時間により

難い場合には別に勤務時間を定めています。   


